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公布された規則のあらまし

◇鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

児童福祉法の一部が改正され、病児保育事業については知事に届け出ることとされたことに伴い、所要の改

正を行う。

２ 規則の概要

(１) 病児保育事業における事業開始の届出等に関する様式を定める。

(２) 保育所の設置届出及び認可申請の添付書類に、保育所の運営に関する重要事項を記載した規程を加え

る。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、平成27年４月１日とする。

◇鳥取県土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 特定開発行為の許可の申請手続等を定める規定中引用する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律の条項を改める。

(２) 施行期日は、公布日とする。

平成27年２月24日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第17号
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規 則

鳥取県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年２月24日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第７号

鳥取県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（一時預かり事業又は病児保育事業の開始の届出） （一時預かり事業における事業開始の届出）

第19条 法第34条の12の第１項又は第34条の18第１項 第19条 法第34条の12第１項の規定による届出は、一

の規定による届出は、一時預かり事業・病児保育事 時預かり事業開始届出書（様式第29号）を提出して

業開始届出書（様式第29号）を提出してしなければ しなければならない。

ならない。

（一時預かり事業又は病児保育事業の変更の届出） （一時預かり事業における事業変更の届出）

第19条の２ 法第34条の12第２項又は第34条の18第２ 第19条の２ 法第34条の12第２項の規定による届出

項の規定による届出は、一時預かり事業・病児保育 は、一時預かり事業変更事項届出書（様式第29号の

事業変更事項届出書（様式第29号の２）を提出して ２）を提出してしなければならない。

しなければならない。

（一時預かり事業又は病児保育事業の廃止等の届出） （一時預かり事業における事業廃止等の届出）

第19条の３ 法第34条の12第３項又は第34条の18第３ 第19条の３ 法第34条の12第３項の規定による届出

項の規定による届出は、一時預かり事業・病児保育 は、一時預かり事業廃止（休止）届出書（様式第29

事業廃止（休止）届出書（様式第29号の３）を提出 号の３）を提出してしなければならない。

してしなければならない。

（児童福祉施設の廃止等の届出） （児童福祉施設の廃止等の届出）

第23条 法第35条第11項の規定による届出は、児童福 第23条 法第35条第６項の規定による届出は、児童福

祉施設廃止（休止）届出書（様式第35号）を提出し 祉施設廃止（休止）届出書（様式第35号）を提出し

てしなければならない。 てしなければならない。

様式第29号（第19条関係） 様式第29号（第19条関係）

年 月 日 年 月 日

一時預かり事業・病児保育事業開始届出書 一時預かり事業開始届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様
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届出代表者 氏名 印 届出代表者 氏名 印

一時預かり事業・病児保育事業を開始したいので、 児童福祉法第６条の２第７項に規定する一時預かり

児童福祉法第34条の12第１項・第34条の18第１項の規 事業を開始したいので、同法第34条の12第１項の規定

定により、関係書類を添えて届け出ます。 により、関係書類を添えて届け出ます。

略 略

事業の内容 事業の内容 ※１

略 略

主な職員 名 主な職員 名

（氏名、経歴を記載した書類を添

付すること。）

事業区域 事業区域 ※２

略 略

事業開始年月日 年 月 日 事業開始年月日 年 月 日

条例、定款その他の基本 （書類を添付）

約款

注 注

１ 一時預かり事業又は病児保育事業のいずれか

に○をつけること。

２ 「事業の内容」欄は、事業内容を簡潔に記載 １ ※１の欄は、事業内容を簡潔に記載するこ

すること。 と。

３ 「事業区域」欄は、市町村名を記載するこ ２ ※２の欄は、市町村名を記載してください。

と。事業区域が市町村の一部に限られる場合 市町村内の一部が実施区域である場合は、町名

は、町名等を記載の上、適宜地図を添付するこ 等を記載の上、適宜地図を添付してください。

と。

添付書類 添付書類

１ 条例、定款その他の基本約款

２ 略 １ 略

３ 略 ２ 略

４ 略 ３ 略

様式第29号の２（第19条の２関係） 様式第29号の２（第19条の２関係）

年 月 日 年 月 日

一時預かり事業・病児保育事業変更事項届出書 一時預かり事業変更事項届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

届出代表者 氏名 印 届出代表者 氏名 印

一時預かり事業・病児保育事業を変更したので、児 標記について、児童福祉法第６条の２第７項に規定

童福祉法第34条の12第２項・第34条の18第２項の規定 する一時預かり事業を変更したので、同法第34条の12

により、関係書類を添えて届け出ます。 第２項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

略 略

注 注 氏名を自署する場合には、押印を省略すること
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ができる。

１ 一時預かり事業又は病児保育事業のいずれか

に○をつけること。

２ 氏名を自署する場合には、押印を省略するこ

とができる。

添付書類 略 添付書類 略

様式第29号の３（第19条の３関係） 様式第29号の３（第19条の３関係）

年 月 日 年 月 日

一時預かり事業・病児保育事業廃止（休止）届出書 一時預かり事業廃止（休止）届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

届出代表者 氏名 印 届出代表者 氏名 印

一時預かり事業・病児保育事業を廃止（休止）した 児童福祉法第６条の２第７項に規定する一時預かり

いので、児童福祉法第34条の12第３項・第34条の18第 事業を廃止（休止）したいので、同法第34条の12第３

３項の規定に基づき届け出ます。 項の規定に基づき届け出ます。

略 略

注 一時預かり事業又は病児保育事業のいずれかに

○をつけること。

様式第30号（第20条関係） 様式第30号（第20条関係）

児童福祉施設設置届出書 児童福祉施設設置届出書

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号 □□□－□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 印 届出者 氏 名 印

電話番号 電話番号

児童福祉施設を設置したいので、児童福祉法第35条 児童福祉施設を設置したいので、児童福祉法第35条

第３項の規定により、関係書類を添えて次のとおり届 第３項の規定により、関係書類を添えて次のとおり届

け出ます。 け出ます。

１～７ 略 １～７ 略

添付書類 添付書類

１～８ 略 １～８ 略

９ 保育所の設置の場合は、当該市町村及び当該 ９ 保育所の設置の場合は、当該市町村及び当該

保育所の通所区域内の要措置児童等の状況を記 保育所の通所区域内の要措置児童等の状況を記

載した書類並びに保育所の運営に関する重要事 載した書類

項を記載した規程
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様式第31号（第21条関係） 様式第31号（第21条関係）

児童福祉施設設置認可申請書 児童福祉施設設置認可申請書

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号 □□□－□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

申請者 氏 名 印 申請者 氏 名 印

電話番号 電話番号

児童福祉施設設置の認可を受けたいので、児童福祉 児童福祉施設設置の認可を受けたいので、児童福祉

法施行規則第37条第２項の規定により、関係書類を添 法施行規則第37条第２項の規定により、関係書類を添

えて次のとおり申請します。 えて次のとおり申請します。

１～７ 略 １～７ 略

添付書類 添付書類

１～６ 略 １～６ 略

７ 保育所の設置の場合は、当該市町村及び当該 ７ 保育所の設置の場合は、当該市町村及び当該

保育所の通所区域内の要措置児童等の状況を記 保育所の通所区域内の要措置児童等の状況を記

載した書類並びに保育所の運営に関する重要事 載した書類

項を記載した規程

８・９ 略 ８・９ 略

様式第35号（第23条関係） 様式第35号（第23条関係）

児童福祉施設廃止（休止）届出書 児童福祉施設廃止（休止）届出書

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号 □□□－□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 印 届出者 氏 名 印

電話番号 電話番号

児童福祉施設を廃止（休止）したいので、児童福祉 児童福祉施設を廃止（休止）したいので、児童福祉

法第35条第11項の規定により、関係書類を添えて次の 法第35条第６項の規定により、関係書類を添えて次の

とおり届け出ます。 とおり届け出ます。

略 略

添付書類 略 添付書類 略

附 則

この規則は、平成27年４月１日から施行する。
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鳥取県土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

平成27年２月24日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第８号

鳥取県土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則（平成20年鳥取県規

則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定開発行為の許可の申請） （特定開発行為の許可の申請）

第３条 法第10条第１項の許可（以下「特定開発行為 第３条 法第９条第１項の許可（以下「特定開発行為

許可」という。）の申請は、省令第８条第１項の特 許可」という。）の申請は、省令第８条第１項の特

定開発行為許可申請書に、省令で定めるもののほ 定開発行為許可申請書に、省令で定めるもののほ

か、特定開発行為を行おうとする土地について、申 か、特定開発行為を行おうとする土地について、申

請者が所有権その他の当該土地を使用する権原を有 請者が所有権その他の当該土地を使用する権原を有

すること又は有する見込みであることを証する書面 すること又は有する見込みであることを証する書面

を添えて、知事に提出することにより行うものとす を添えて、知事に提出することにより行うものとす

る。 る。

２ 略 ２ 略

（特定開発行為の変更許可の申請） （特定開発行為の変更許可の申請）

第４条 法第17条第１項の許可（以下「特定開発行為 第４条 法第16条第１項の許可（以下「特定開発行為

変更許可」という。）の申請は、特定開発行為変更 変更許可」という。）の申請は、特定開発行為変更

許可申請書（様式第２号）に、省令第８条第２項か 許可申請書（様式第２号）に、省令第８条第２項か

ら第５項まで及び第10条第１項に規定する書類並び ら第５項まで及び第10条第１項に規定する書類並び

に前条第１項に規定する書類のうち当該変更に係る に前条第１項に規定する書類のうち当該変更に係る

事項に関係する書類を添えて知事に提出することに 事項に関係する書類を添えて知事に提出することに

より行うものとする。 より行うものとする。

（特定開発行為許可の変更の届出） （特定開発行為許可の変更の届出）

第５条 法第17条第３項の規定による届出は、特定開 第５条 法第16条第３項の規定による届出は、特定開

発行為変更届（様式第３号）を知事に提出すること 発行為変更届（様式第３号）を知事に提出すること

により行うものとする。 により行うものとする。

（対策工事等の廃止の届出） （対策工事等の廃止の届出）

第10条 法第20条の規定による対策工事等の廃止の届 第10条 法第19条の規定による対策工事等の廃止の届

出（以下「廃止の届出」という。）は、省令第17条 出（以下「廃止の届出」という。）は、省令第17条

に規定する特定開発行為に関する対策工事等の廃止 に規定する特定開発行為に関する対策工事等の廃止

の届出書に、次に掲げる書類を添えて知事に提出す の届出書に、次に掲げる書類を添えて知事に提出す

ることにより行うものとする。 ることにより行うものとする。
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(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

第２条 鳥取県土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を次のように

改正する。

様式第２号中「第16条第１項」を「第17条第１項」に改める。

様式第３号中「第16条第３項」を「第17条第３項」に改める。

様式第５号中「第９条第１項」を「第10条第１項」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。




